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平成 19 年度環境セミナー（食品リサイクル法）に関する参加者アンケート 

－認証制度に関して－ 

 

１． 調査の概要 

1.1 調査の概要 

平成 19 年 6 月に公布、12 月 1 日施行された、「食品循環資源の再生利用等の促進に関

する法律の一部を改正する法律（いわゆる改正食品リサイクル法）」の概要を、食品関連

事業者を主な対象として解説する「環境セミナー」を開催した。 

「環境セミナー」は、主に地方食品産業協議会と共催で開催し、単独または容器包装

リサイクル法の解説等と併せて実施し、その参加者に対してアンケート調査を行った。 

現在までに、全国で 24 箇所において「環境セミナー」を開催し、その内 20 箇所、734

件の集計が終わった。 

 

1.1.1 調査の方法 

  調査は、平成 19 年度「環境セミナー」の参加者に対し、セミナー開催時にアンケー

ト票を配布し、セミナー修了後に回収した。 

1.1.2 アンケートの回収 有効回収数 734 件 

1.1.3 「環境セミナー（食品リサイクル法）」の開催 

    開催日 開催地 会場 

1 B 11 月 5 日（月） 岡山県岡山市 サンピーチ OKAYAMA 

2 Ａ 11 月 7 日（水） 愛知県名古屋市 ホテルＫＫＲ名古屋 

3 Ａ 11 月 9 日（金） 福岡県福岡市 ＴＫＰ博多シティセンター 

4 B 11 月 12 日（月） 東京都港区 石垣記念ホール 

5 B 11 月 15 日（木） 大阪府大阪市 國民會館武藤記念ホール 

6 B 11 月 29 日（木） 北海道札幌市 ホテルポールスター札幌 

7 B 11 月 30 日（金） 広島県広島市 ホテルニューヒロデン 

8 B 12 月 5 日（水） 滋賀県草津市 クサツエストピアホテル 

9 Ａ 12 月 7 日（金） 長崎県長崎市 長崎ワシントンホテル 

10 Ａ 1 月 18 日（金） 青森県青森市 ラ・プラス青い森 

11 B 1 月 23 日（水） 富山県富山市 富山県民会館 

12 B 1 月 28 日（月） 宮城県仙台市 仙台ホテル 

13 Ａ 1 月 29 日（火） 福島県郡山市 ビッグパレットふくしま 

14 B 2 月 1 日（金） 栃木県宇都宮市 とちぎアグリプラザ 

15 B 2 月 5 日（火） 福井県福井市 福井県職員会館 

16 Ａ 2 月 6 日（水） 群馬県前橋市 群馬県庁２８１－A会議室 

17 B 2 月 7 日（木） 兵庫県神戸市 ラッセホール 

18 B 2 月 14 日（木） 沖縄県那覇市 沖縄産学支援センター 

19 B 2 月 15 日（金） 長野県長野市 メルパルク長野 

20 Ａ 2 月 19 日（火） 香川県高松市 高松東急イン 

  A：食品リサイクル法講演のみ実施、B：容リ法解説との同時開催 

別紙２ 
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２．集計結果 

2.1 参加者が所属する組織の概要 

2.1.1 参加者の所属 

参加者の所属比率を全体で見た場合、食品製造業者が 50％を占め、食品の卸売・流通

業者 13％、飲食店・食事の提供を行う業者 6％、団体関係 5％、廃棄物処理業者 3％の

順となっており、食品製造関係が半数を占めた。会場別に見た場合、飲食店・食事の提

供を行う業者の割合が比較的高い会場は、大阪 22％、食品の卸売・流通業者が高い会場

は、広島、岡山、兵庫、福岡のそれぞれ 33、29、28、27％であった。 

 

1-1 あなたのご所属は
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福井(n=10)

兵庫(n=53)

群馬(n=59)

沖縄(n=35)

香川(n=28)

1食品製造業 2食品の卸売・小売業 3飲食店、食事の提供を行う業者

4農業 5消費者 6団体関係

7廃棄物処理業 8ＮＰＯ法人 9地方公共団体

10その他
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2.1.2 参加者が所属する事業者の規模 

   全体では、大規模 47％、中規模 43％、小規模 10％であった。大規模事業者からの

参加が比較的少なかった会場は、福島 16％、香川 19％であり、逆に多かった会場は、

東京 72％、福岡 67％であった。 

□大規模（資本金１億円かつ従業員 300 人超（商業及びｻｰﾋﾞｽ業以外）） 

（資本金１億円かつ従業員 100 人超（卸売業）） 

（資本金５千万円かつ従業員 100 人超（サービス業）） 

（資本金５千万円かつ従業員 50 人超（小売業）） 

□中規模（大規模、小規模以外） 

□小規模（従業員 20 人以下（商業及びｻｰﾋﾞｽ業以外）） 

（従業員 5 人以下（商業及びｻｰﾋﾞｽ業）） 

 

1-2 その事業規模は（事業主のみ）

47

29

46

67

72

51

39

53

32

33

16

46

0

43

37

41

19

43

57

46

27

25

49

39

41

62

63

43

88

43

51

52

63

10

14

9

6

3

0

23

6

32

5

21

11

13

15

12

7

19

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国(n=554)

岡山(n=21)

愛知(n=68)

福岡(n=49)

東京(n=99)

大阪(n=37)

札幌(n=44)

広島(n=17)

青森(n=19)

宮城(n=21)

福島(n=19)

栃木(n=28)

福井(n=8)

兵庫(n=40)

群馬(n=41)

沖縄(n=27)

香川(n=16)

1.大規模 2.中規模 3.小規模

 

 

 

 

 

 



 - 78 - 

 

 

2.2.1 再生利用等を推進するための有効な手段について 

   全体では、「処理コストを低減させる技術開発」45％、「助成金制度」29％、「再生

利用等の優良事業者を認証または表彰する制度」7％、「廃掃法等の規制緩和」１5％

となった。「処理コストを低減させる技術開発」の割合が高かった会場は、福井 67、

「助成金制度」は、青森 43％、香川 39％、「再生利用等の優良事業者を認証または表

彰する制度」は、沖縄 13％、岡山、兵庫それぞれ 12％、「廃掃法等のさらなる規制緩

和」は、広島 25％であった。 

 

2-1 再生利用等を行うにあたり有効と思われる手段を選んでください（複数選択可）
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3再生利用等の優良事業者を表彰する制度 4.廃掃法等のさらなる規正緩和

5.その他
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2.2.2 優良事業者を認証する制度についての興味 

    全体では、８１％が興味ありとの回答となり、認証制度が構築されることによる

普及効果が期待される結果となった。 

 

2-2 優良事業者を民間の第三者機関が認証する制度について
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2.2.3 認証制度の内容について 

    全体では、「認証取得コスト負担が少ない」32％、「認証取得の作業負担が少ない」

29％、「消費者・得意先から評価される」２5％、「低金利融資など経営的なメリッ

ト」12％となった。「認証取得コスト負担が少ない」の割合が高い会場は、沖縄、

香川の 39％、広島 38％、東京 37％、「認証取得の作業負担が少ない」は、福井 50％、

群馬 38％、「消費者・得意先等から評価される」は、大阪 30％、岡山、福岡、宮城

29％、「低金利融資など経営的なメリット」は、福井 25％であった。 

 

2-3 認証制度を実施するとしてどのような内容を望みますか（複数選択可）
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1.認証取得コスト負担が少ない 2.認証取得の作業負担が少ない

3.消費者・得意先から評価される 4.低金利融資など経営的なメリットがある

5.その他

 

以上 


